
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
  

 

 

 

 

 

 

 

厚生・衛生行政の一部門として独立して歩んできた水道行政が４月１日から国交、環境 

の両省へ移管される。移管後の組織体制も、水をも漏らさぬような盤石な体制が両省で整 

えられている。約６０年ぶりとなる機構改革で、水道の「一元化」という新たな道が切り 

開かれようとしている。 

国土交通省は水管理・国土保全局の下水道行政と一体で運営し、施設整備や管理行政を 

担うほか、地方整備局などの現場力と技術力を活用し、水道行政全般の機能強化を図る。 

移管後は水道事業の経営基盤強化はさることながら、全国で進む老朽化した水道管の耐震 

化対策が喫緊の課題となっており、難しい舵取りが予想される。折しも能登半島地震で輪 

島や珠洲市などあらゆる場所で水道管が破損し脆弱さが露呈した。しかも断水が今なお続 

いており全面復旧はまだまだ先になる見通しだ。 

 

２０２４年2/15 
（令和６年）Vol.167 

発行日：5・15・25 

旬 刊 

  国際 国内 経済 金融 環境 気候変動 カーボンニュートラル 洋上風力 インフラ 水 水素 ＡＩ オピニオン 

ＴＨＥ ＡＳＩＡ ＥＣОＮМＩＣ ＳＨＩМＢＵＮ 

水管理・国土保全局・下水道部下水道 

企画課 下水道国際・技術室課長補佐 岩渕光生氏に聞く 

 

60年ぶり機構改革 ４月１日スタート新たな道へ 

国土交通省 
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